
標準文書保存期間基準（保存期間表）（第一部）

大分類 中分類

○○年答弁案決裁資料（当局作成・合議）

○○年答弁案関係資料（その他）

口頭意見
回答

○○年度応接録

その他 ○○年度個別案件等資料

想定問答
（会期
別）

○○年国会用資料（○○○回国会用想定） 移管

○○年国会用資料（当局用）

○○年国会用資料（その他）

答弁書
（他省庁
作成）

○○年国会用資料（他省庁作成）

提出資料
等

○○年提出資料等

憲法関係答弁例集

関係主要用語集

執務参考資料集1～12

憲法関係主要答弁例集 １年 廃棄

憲法関係
記事等資
料

憲法関係（切り抜き）

憲法関係
文献目録

憲法関係文献目録

起算日

1 閣議の決
定及びそ
の経緯

質問主意
書に対す
る答弁に
関する閣
議の求め
及び国会
に対する
答弁その
他の重要
な経緯

国会関係 質問主意
書

２０年（諸外国
との関係から秘
密保持の必要が
あり、提供元行
政機関で保存期
間３０年とされ
たものにあって
は、３０年）

移管 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
の翌年又は翌々
年の１月１日

事 項  業務の
区分

分 類 当該業務に係る行政文書の類型 保存期間 保存期間満
了時の措置

常用（無期限）

文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
度の翌年度又は
翌々年度の４月
１日

3 国会にお
ける審議
等に関す
る事項

国会審議 国会関係 １０年 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
の翌年又は翌々
年の１月１日

答弁書
（当局作
成）

廃棄

2 意見事務
に関する
事項

意見回答 意見関係 １０年（諸外国
との関係から秘
密保持の必要が
あり、提供元行
政機関で保存期
間３０年とされ
たものにあって
は、３０年）

移管

令和4年4月1日

ー 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
度の翌年度又は
翌々年度の４月
１日

5 憲法資料
調査室

憲法関係
資料の収
集等

憲法資料
調査室

常用（無期限） ー 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
度の翌年度又は
翌々年度の４月
１日

4 執務参考
資料

執務参考
資料

執務参考
資料

資料集

- 1 -



6 関係行政
機関の会
議の決定
又は了解
及びその
経緯

関係行政
機関の会
議の決定
又は了解
に関する
立案の検
討その他
の経緯

関係行政
機関の会
議

関係行政
機関の会
議に関す
る連絡事
項

○○年関係行政機関の会議に関する連絡事項 ３年 廃棄 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
度の翌年度又は
翌々年度の４月
１日

7 文書の管
理等に関
する事項

文書の管
理等

文書管理 管理簿 〇〇年度特定秘密文書等管理簿 ３０年 廃棄 文書作成取得日
又はファイル作
成日の属する年
度の翌年度又は
翌々年度の４月
１日

8 内閣法制局文書管理規則第１３条第６項第１
号から第６号までに掲げる類型に該当する文
書

事務処理上必要
な１年未満の期
間

廃棄 文書作成取得日
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